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第１章 調査概要 

 

1.1 調査目的 

水力発電は再生可能エネルギーの中でも安定的な電力供給を長期にわたり行うことが可能な電

源と位置付けられており、かつ、近年の導入が拡大している変動型電源（天候に左右される再エ

ネ等）に対応しうる柔軟性を持つ電源として、今後の更なる活躍が期待されている。 

一方、水力開発地点は小規模化、奥地化が進んでおり、新規候補地を見つけることはますます

難しくなっている。そのような中でも、水力開発を推進する観点からは、国内の水資源のうち、

利用可能な水力エネルギー量（包蔵水力）や、未開発となっている地点等のポテンシャルを把握

したうえで、経済性等に関する課題を調査・分析し、更なる水力開発に資することが重要である。 

そのような背景のもと、令和 3 年 10 月に閣議決定された第 6 次エネルギー基本計画において

は、第 5次エネルギー基本計画に引き続き、中小水力の新規開発による容量の増加を目指しつつ、

発電利用されていない既存ダムなどへの発電機の設置などを進め、発電電力量の増加を図ること

としている。そのため、本事業では、最新の国内の包蔵水力を把握することや、国土交通省・水

資源開発機構・地方公共団体及び農林水産省が管理する、発電利用されていない既存ダムの発電

ポテンシャル調査（賦存量調査）のフォローアップ、 水力発電の活用拡大に向けた方策を議論す

る水力勉強会等を実施し、水力発電の開発促進に資することを目的としている。 

なお、水力勉強会については、自由闊達な意見交換の妨げとならないよう、資料や議事等、原

則、非公開として実施したため、本報告書には含めない。 
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1.2 調査内容 

 

1.2.1 包蔵水力のデータ収集・整理 

包蔵水力（過去の発電水力調査により明らかとなった、我が国が有する水資源のうち、技術的・

経済的に利用可能な水力エネルギー量）に関するデータ（最大出力・年間可能発電電力量・地点

数等について、開発状況や都道府県、出力や水系別に整理したもの）について、業界団体等を通

じ発電事業者等に対して各水力発電所（約 4,800 か所）の工事状況・開発状況について調査を行

うことで、データを更新した。 

また、集計したデータを用い、地点別・発電規模別・開発状況（既開発／未開発）別等の属性に

応じた分析（出力、発電電力量、経済性等。クロス分析を含む。）や、新たに水力発電施設が設置

された地点の特徴、出力、発電電力量、経済性等について分析を行った。 

 

1.2.2 過年度における発電ポテンシャル調査のフォローアップ調査 

過去実施してきた国土交通省・水資源開発機構・地方公共団体及び農林水産省が管理する、発

電利用されていない既存ダムの発電ポテンシャル調査 について、フォローアップ調査を実施した。 

具体的には、ポテンシャル有、かつ経済性有とされた地点について、開発が進んでいるか、進ん

でいない場合、どのような点が開発のネックとなっているか、現地調査の実施や事業者へのアン

ケート等により、フォローアップ調査を行い、結果をまとめ、 新たに発電機が設置された地点の

特徴や発電機が設置されていない地点の課題等を分析し、発電利用されていない既存ダムへの発

電機設置促進に向けて必要な政策について検討を行った。 

 

 

1.3 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水力勉強会に係る 
情報収集・整理、資料作成 

調査報告 

請負 

委託 

経済産業省 

新エネルギー財団 

コンサルタント会社 
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第 2 章 包蔵水力のデータ収集・整理 

包蔵水力（過去の発電水力調査により明らかとなった、我が国が有する水資源のうち、技術的・

経済的に利用可能な水力エネルギー量）に関するデータ（最大出力・年間可能発電電力量・地点

数等について、開発状況や都道府県、出力や水系別に整理したもの）について、業界団体等を通

じ発電事業者等に対して各水力発電所（約 4,800 か所）の工事状況・開発状況について調査を行

うことで、データを更新した。 

また、集計したデータを用い、新たに水力発電施設が設置された地点の特徴、出力、発電電力

量、経済性等について分析を行った。 

 

2.1 データの収集 

 産業保安監督部等及び発電事業団体（電気事業連合会、公営電気事業経営者会議、水力発電事

業懇話会、大口自家発電施設者懇談会）に、既開発・工事中のデータについて提供の依頼を行い

データを収集した。 
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2.2 データの整理・更新 

 収集したデータについて、データの内容確認を行い、昨年度のデータとの照合を行い未開発地

点から工事中/既開発地点への移行や、新規開発/再開発地点等の確認を行い、データの更新を実施

した。 

 

(1) 包蔵水力 

表 2.2.1 包蔵水力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△は新規発電所の建設に伴い廃止となる発電所 

  

区分 地点数
最大出力

(kW)

年間可能発電電力量

(MWh)

190 1,520,926 7,443,237

0 0

2,651 19,103,128 45,721,459

△ 266 -972,535 -6,800,923

4,791

△ 266

1,950 26,873,865 89,448,056

合計 135,811,83046,525,384

既開発

工事中

未開発
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(2) 全国の包蔵水力 

表 2.2.2 全国の包蔵水力 

 

△は新規発電所の建設に伴い廃止となる発電所 

 

 

 

区分 地点数 地点数
最大出力

(kW)

年間可能発電電力量

(MWh)

一般水力 1,933 21,380,175 87,106,792

混合揚水 17 5,493,690 2,341,264

190 1,520,926 7,443,237

0 0

0 0 0

0 0

2,632 11,601,128 43,980,059

△ 254 -852,765 -6,098,691

19 7,502,000 1,741,400

△ 12 -119,770 -702,232

4,755

△ 254

36

△ 12

135,811,830

注（Ⅰ）  「既開発」は2024年 3月 31日現在において運転中のものであり（一部が工事

        中である発電所に係る運転未開始分の出力、電力量については「工事中」の該当欄

        に各々計上した。）、発電事業用の全発電所並びに最大出力 100kW以上の自家用

        発電所について集計した。

  （Ⅱ）  「工事中」は電気事業法に基づき、2024年 3月 31日までに工事計画事前届出が受理

    されたものについて集計した。

  （Ⅲ）  「混合揚水」の年間可能発電電力量は自流分発電電力量のみを集計した。

  （Ⅳ）  「工事中」及び「未開発」の計画に伴う「既開発」への影響については、各々の

        数値の下段に外数として示した。なお、地点数については廃止となる発電所数を示

        した。

合計

33,649,464 132,431,398

12,875,920 3,380,432

一般水力計

混合揚水計

既開発

工事中

未開発

一般水力

混合揚水

一般水力

混合揚水
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2.3 データの分析 

(1) 新規開発地点 

各保安監督部へ届出のあった新設水力発電所は、以下の通りとなった。 

  事業用： 9 発電所 

  自家用： 6 発電所 

  廃 止： 1 発電所 

また、届出のあった発電所の内、地点分類が 5 次調において発電計画を策定した地点（以下、

5 次調地点という）であったものは、以下の通りとなった。 

  事業用：1／9 発電所（11％） 

  自家用：0／6 発電所（ 0％） 

その他の地点は、5 次調地点以外であり、包蔵水力として計上されていなかった地点が開発さ

れたものである。 

 

 

 
図 2.3.1 新設発電所 出力内訳（15 発電所） 

 

5 次調地点 
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5 次調においては、計画地点の経済性評価に C/V 法※を採用し、C/V 値を指標として、A，B，

C 各級に区分している。A 区分は便益（V）が経費（C）を上回り、B，C 区分と比べて投資効率

が良い。 

今回の調査では 5 次調地点の新設は A 区分の１発電所のみであった。 

 

 

 

 

 

 

 

今回の新設水力発電所の内、5 次調地点が前述のように 1 地点のみであったが、5 次調地点にお

ける地点出力を上回る開発となっている。 

詳細は不明だが、今回の地点はダム直下の地点であり、落差は 4 割程度低くなっているが、使

用水量が 2 倍程度に増えており、結果的には最大出力が地点データを上回る開発であった。 
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新規発電所の事業者別内訳では、今回新たに集約されたデータでは旧一般電気事業者がこの中

では大きな出力の発電所を開発しており、その他は比較的小さな出力（1,000kW 以下）の発電所

となっている。 

規模の大きな発電所では、その建設費用も大きくなるため建設資金の調達の観点で、規模の大

きな発電事業者が規模の大きな発電所の建設を進めやすく、今回の集計においては出力順の上位

が旧一般電気事業者であるのはこのためと考える。 

小規模な事業者においても、より規模の大きな発電所の建設を進められるよう、初期投資の軽

減や投資資金の回収策として、補助金や FIT/FIP 制度の有効性が期待される。 

 

 

 

図 2.3.2 新設発電所 事業者別内訳（15 発電所） 
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2.4 新規開発地点に関するアンケート調査 

 

2.4.1 調査対象地点の選定 

昨年度（令和５年度）調査時に新規開発地点として保安監督部へ届出のあった 20 発電所を対象

に実施した。 

事業用：15 発電所 

自家用： 5 発電所 

 

2.4.2 アンケート調査票の作成 

アンケート調査は、以下の内容について実施した。 

① 発電諸元 

発電諸元・設備概要等を記入いただく様式とした。既知の情報等はアンケート票に記載して

おき、必要に応じて回答者に修正記入していただくこととした。 

また、取・放水地点、発電所地点、水路ルート等を記載した発電概要図（S=1/25,000 また

は 1/50,000 地形図）を添付していただくこととした。 

② 水力開発地点について 

当該水力開発地点は、どのようにして発掘したのかを記載いただくこととした。 

また、第 5 次発電水力調査の計画地点と思われる地点については、発電計画（ルート・規模 

等）を変更している理由（地形条件・経済性・FIT 調達価格区分 等）の記載をお願いした。 

③ 計画から実施までの課題・解決方法等 

当該水力開発計画（計画段階から実施段階まで）を推進するにあたって直面した問題点等

（困ったこと等を含む。）をどのように解決したか、解決への工夫について記載いただくこ

ととした。 

また、残されている問題点等（困っていること等を含む。）についても記載いただくことと

した。 

④ 活用した助成・支援策（国等の補助金等） 

当該水力開発計画を推進するにあたって活用した国等の補助金等の支援メニューについて、

その概要を含めて記載いただくこととした。 

⑤ 成功要因・特筆すべき点 

当該水力開発計画が成功した要因や、特筆すべき点（工夫したところ）等について記載いた

だくこととした。 

⑥ その他 

水力開発にあたり、国等に要望する制度や支援等について記載いただくこととした。 
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アンケート票を以下に示す。 

 

１． 発電諸元表 

当該水力開発地点の発電諸元について記載(注)しておりますが、変更等修正がございましたら

修正をお願いします。 

また、取・放水地点、発電所地点、水路ルート等を記載した発電概要図（S=1/25,000 または

1/50,000 地形図）を添付してください。 

項 目 諸 元 備 考 

水系・河川名 〇〇川水系〇〇川  

発電所位置 〇〇県〇〇市〇〇町〇〇  

取水口位置 〇〇県〇〇市〇〇町〇〇  

放水口位置 〇〇県〇〇市〇〇町〇〇  

流域面積（km2）   

発電方式 流れ込み式・調整池式・貯水池式  

発電型式 水路式・ダム水路式・ダム式  

取水位（EL.m）  最大出力時 

放水位（EL.m）    〃 

総落差（m）   

最大出力（kW）   

最大使用水量（m3/s）   

有効落差（m）  最大出力時 

年間可能発電電力量（MWh）   

河川維持流量（m3/s/100km2）   

水車型式 〇〇〇〇〇水車  

発電機型式 同期発電機・誘導発電機  

工事費（百万円）   

発電開始（予定）年月   

(注) 情報がないところは空欄にしています。 

 

２． 水力開発地点について 

当該水力開発地点は、どのようにして発掘したのか、記載をお願いします。 

 

 

 

(例) 

 第 5 次発電水力調査の計画地点 

 事業者独自に調査した地点 

 第 3 者（地元・コンサルタント 等）からの提案地点 
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※ 当該地点が第 5 次発電水力調査の計画地点と思われる場合 

当該水力開発地点は第 5 次発電水力調査の計画地点と思われるのですが、発電計画（ルート・

規模 等）が変更されているのは、どのような理由（地形条件・経済性・FIT 調達価格区分 

等）で計画を変更されたのか、記載をお願いします。 

 

 

 

(例) 

 既設設備（砂防ダム）を利用して取水することにしたため。 

 導水路トンネルを道路への埋設管路としてルートをしたため。 

 FIT 調達価格の高い出力範囲にするため規模を縮小したため。 

 

３． 計画から実施までの課題・解決方法等 

当該水力開発計画（計画段階から実施段階まで）を推進するにあたって直面した問題点等（困

ったこと等を含む。）をどのように解決したか、解決への工夫について記載をお願いします。 

また、残されている問題点等（困っていること等を含む。）がありましたら、記載をお願いし

ます。 

 

 解決した問題点等と解決への工夫 

項 目 問題点（困ったこと）等 解決への工夫 

(例) 設計（流量資料） 
10 か年分の流量資料の入手が

困難であった。 

流量観測を 1 年間行い、近傍の

測水所データを入手して、相関

をとり 10 か年分の流量資料を

作成した。 

(例) 経済性（工事費） 
工事費が高く、採算性が見込め

なかった。 

設備の簡素化や新技術の導入等

を図り、コストダウンを行った。 

(例) 法規制 自然公園内での開発 
水圧管路を道路に埋設して周辺

環境に配慮した。 

(例) 地元対応 
地域の活性化のために、環境教

育の場として整備したい 

地元ニーズ調査のうえ、環境教

育の場として施設を整備 

   

   

 

 残されている問題点（困っていること）等とその内容 
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４． 活用した助成・支援策（国等の補助金等） 

当該水力開発計画を推進するにあたって活用した国等の補助金等の支援メニューがありまし

たら、その概要を含めてご記載ください。 

 

 

 

(例) 水力発電導入加速化補助事業費（事業性評価事業） 

水力発電の事業初期段階における事業性評価に必要な調査・設計等を行う事業に要する

経費、及び総延長 100m 以上の調査に必要な作業道整備のための経費の一部を補助（補

助率：1/2） 

 

５． 成功要因・特筆すべき点 

当該水力開発計画が成功した要因や、特筆すべき点（工夫したところ）等ありましたら、記

載を（できるだけ詳しく）お願いいたします。 

 

 

 

(例) 

 新技術（〇〇〇〇〇）の採用により工事費のコストダウンを図り、経済性を向上させた。 

 海外メーカから、効率がよく安価な水車を購入することにより、発電電力量の増と工事

費のコストダウンを図り、経済性を向上することができた。 

 発電事業の売電収入の一部を寄付し、地域の活性化事業など地元に活用してもらうよう

地域共生活動を行った。 

 事業資金を、市民出資・地元金融機関からの融資・補助金等を活用して調達した。 

 

６． その他 

水力開発にあたり、国等に要望する制度や支援（このような制度・支援があれば進められる）

等がありましたらご記載ください。 

 

 

 

(例) 

 水力開発計画地点（包蔵水力地点）の情報提供 

 水力開発事例の提供 

 工事における補助金等の拡充 

 計画・建設・維持管理面での人的及び金銭的支援 

 水力開発について相談できる機関の創設 

 売電（FIT や FIP）に関する情報の提供や相談窓口の創設   等 
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2.4.3 調査結果の整理・分析 

18 事業者（20 地点）にアンケート票を送付し、17 事業者（19 地点）から回答をいただいた。

回答率（地点数）は 95％であった。 

 アンケート対象 20 地点のうち、8 地点が県や市町村、水資源機構などの行政組織である。また

18 地点が水路式、残り 2 地点がダム式かつ行政組織の発電設備である。 

 

① 発電諸元 

新規開発地点の発電諸元について整理した。 

特長としては、 

 最大使用水量≦2.0m3/s，有効落差≦100m の地点が半数以上を占める 

 最大出力 200kW 以上 1,000kW 未満の地点が半数以上を占める 

 kWh 当たり建設単価が 250 円～500 円/kWh の地点が半数以上を占める 

 kW 当たり建設単価は、調達価格等算定委員会の想定値を全地点で上回っている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.2 
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c) 系統連系手続き・電事法手続きのマニュアル類の整備 

計画、建設、運用までの電力会社・経産省への手続きが複雑であり、非常に分かりづらい

との意見があった。水力発電設備の設置においては、電気事業法に基づく水力発電設備の設

置手続きと、設置場所を管轄する電力会社（一般送配電事業者）へ系統連系接続の手続きを

行う必要がある。電気事業に慣れていない事業者においては、これらの諸手続きが混同して

いることが考えられるため、資源エネルギー庁が発行している「中小水力発電導入促進に向

けた手引き」等に、系統連系接続の手続きについて、事例や解説を載せると良い。 

 

d) ダム水路主任技術者の認定要件の見直し 

ダム水路主任技術者の免状保有者が限られ要員確保に苦慮しているとの意見があった。経

済産業省では、ダム水路主任技術者の安定的な確保を図るために実務経験年数の見直し（短

縮）及び実務経験年数を補完する制度（講習受講等）の導入が、令和 5 年 9 月 29 日から施行

されている。これらの制度見直しを広く知ってもらうためのＰＲが必要であると考える。 

また外部委託先となる保安法人の設置を検討すると良い。 

 

e) 開発地点候補の開示、紹介 

アンケート対象となっている当該水力開発地点は、第 5 次発電水力調査の計画地点をもと

にしたものは僅かであり、そのほとんどが自治体や事業者が至近で行った調査結果をもとに

地点発掘を行っていた。これは昭和 55 年～昭和 60 年にかけて行った第 5 次発電水力調査か

ら数十年が経過し、調査に関わった電力会社などの事業者を除き、調査内容がほとんど知ら

れていないということが分かる。第 5 次発電水力調査地点 2,831 箇所の内未開発の地点は

2,000 箇所以上残されていると考えられるため、開発状況の再確認と調査結果を容易に入手

できる環境づくりが望まれる。 
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第 3 章 過年度における発電ポテンシャル調査のフォローアップ調査 

 

これまで、経済産業省からの調査事業として、平成 26 年度～令和 4 年度にかけて、「既存ダム

有効利用に係る賦存量調査（発電ポテンシャル調査及び実現可能性調査）」を実施している。この

調査事業では、既存ダム（計 1,507 ダム※）を対象に、「発電設備が設置されていない地点（発電

未利用地点）」及び「事業用発電所が既設置であるが発電未利用の維持放流や利水放流を有する地

点」を抽出し、発電に利用されていないダム直下への放流水の有無を把握するとともに、これら

の放流水を発電に利用した場合のポテンシャル（出力及び電力量）の試算を実施した［発電ポテ

ンシャル調査］。さらに、この発電ポテンシャル調査により比較的ポテンシャル量が大きいと考え

られる発電未利用ダム（計 39 ダム）について、調査対象ダムの既設放流設備の状況等から発電所

の設置位置及び経済性等の実現可能性を検討し、水力発電の導入可能性を整理した［実現可能性

調査］。 

 ※国土交通省直轄ダム及び水資源機構ダム計 122 ダム 

地方公共団体が管理する補助ダム計 448 ダム 

農林水産省並びに地方公共団体が管理する農業用ダム計 824 ダム 

地方公共団体及び(独)水資源機構が管理する「上水道用及び工業用水道用ダム計 113 ダム」 

 

令和 3 年度の賦存量調査において、補助ダム事業者と農業用ダム事業者に対して、令和 2 年度

までの「発電ポテンシャル調査及び実現可能性調査」対象ダムの水力開発に係る現況等をアンケ

ートにより調査している（以下、「R3 フォローアップ調査」と言う。）。 

令和 5 年度の賦存量調査においては、補助ダム事業者と農業用ダム事業者に対して、平成 26 年

度～令和 4 年度にかけて実施した［実現可能性調査］にて「経済性有（PIRR が算出可能）」であ

った地点及び PIRR の算出ができなかった地点のうち、令和 5 年 10 月時点で、インターネット

情報により開発に向けた検討が行われている地点を調査対象とし、水力開発に係る現況等をアン

ケートにより調査している（以下、「R5 フォローアップ調査」と言う。）。 

 

本業務では、過年度に実施された賦存量調査の結果から、実現可能性調査を実施した地点につ

いて、開発が進んでいるか、進んでいない場合、どのような点が開発のネックとなっているか、

事業者へのアンケート等を行って把握した。また、アンケート等の結果から、発電利用されてい

ない既存ダムへの発電設備設置促進に向けて必要な施策について検討を行った。 

 

3.1 フォローアップ調査対象ダムの選定 

 本業務では、実現可能性調査を実施したダム 39 ダムのうち、R5 フォローアップ調査を実施し

ていないダムをフォローアップ調査対象とした。（合計 18 箇所） 

 また令和 6 年 12 月時点のインターネット情報により発電利用されていなかった既存ダムに新

たに発電設備が設置されたダムについても開発検討に当たっての課題等についてアンケートを行

った。（合計 7 箇所） 
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② 水力発電開発に当たっての問題点等 

対象ダムについて、具体的に水力開発を推進するにあたって直面した問題点等（困っている

こと等を含む。）、及びその問題等をどのように解決したか解決への工夫について、ありました

らご記載をお願いします。水力開発を推進するにあたっての問題点に関するご意見等があり

ましたら記載をお願いします。 

 

項目 問題点等（困っていること等） 解決への工夫 

（例）工事費 （例）土木工事費用が想定以上にかか

る。水車・発電機・配電盤の資材代が想

定以上にかかる。 

（例）設備の簡素化によるコ

ストダウン。海外製品、形式品

の採用によるコストダウン。 

（例）発電電力量 （例）発電電力量が想定以下となった。 （例）効率の良い水車、流況に

あった水車形式を選定。 

（例）許認可の取得 

既得利水者との調整 

地元の理解 

（例）河川法、森林法、自然公園法等の

許可を取れる見込みがない。 

 

（例）FIT/FIP 制度 （例）土地の使用権原、地域活用要件な

どの認定要件を満たすことが出来ない。 

 

（例）系統接続 （例）系統接続に要する工事費負担金が

想定以上にかかる。 

出力制限を受けるノンファーム型接続

になることにより事業性の見通しが立

てられない。 

 

（例）売電 （例）売電方法や売電に伴う手続きが分

からない。 

 

（例）維持・管理 （例）人材不足、技術員不足などにより

発電所の維持・管理体制の構築ができな

い。 

 

（例）地点発掘・事前

調査 

（例）水力開発のための具体的な調査・

検討の進め方が分からない。 
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③ 活用した（予定を含む）国等の補助金等の支援メニュー 

対象ダムについて、具体的に水力開発を推進するにあたって活用した（予定を含む）国等の

補助金等の支援メニュー（概要）がありましたらご記載ください。活用の検討に当たり、制度

や活用支援策に関するご意見等がありましたら記載をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

（例）水力発電導入加速化補助事業費（事業性評価事業） 

地方公共団体による地域の水力発電有望地点の調査・設計等の実施及び当該地点の開発

若しくはコンセッション方式によるＰＦＩ事業に係る運営を行う発電事業者の公募に要す

る経費の補助（補助率：10/10） 

 

④ 民間資金等の活用 

（該当する場合）対象ダムにおいて民間資金等の活用を検討されましたか。活用の検討に当

たり、制度や活用支援策に関するご意見等がありましたら記載をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

（例） 

・ 参画する民間事業者等の公募、第三セクター方式、PFI コンセッション方式、など 

・ 水力開発への活用に関する情報の提供 等 

 

(b)[ダム事業者向け] 発電利用されていなかった既存ダムへ新たに発電設備が設置されたダム 

(c)[発電事業者向け] 発電利用されていなかった既存ダムへ新たに発電設備が設置されたダム 

のアンケートは(a)でのアンケートに加え、以下の設問を追加している。 

 

⑤ 地点の選定・発掘について 

地点の選定・検討・発掘及び使用流量の決定はどのように行いましたか。 
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（例） 

・ 各自治体による有望地点の調査結果の公開情報 

・ 水力発電の事業性評価に必要な調査及び設計等を行う事業の実施 

・ ダム事業者から発電事業者への発電参画検討依頼もしくは公募 

・ 発電事業者から既存ダムへの発電参加申し入れ 等 

 

⑥ 建設費・経済性について 

一般的に小水力は建設費が割高になりますがコストダウン施策について工夫した点はあり

ますか。 

 

 

 

 

 

 

（例）・設備の簡素化、維持管理体制、維持管理方法の改善 等 
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3.3.3 アンケート結果の分析 

発電未利用ダムについてのアンケート調査及び発電利用されていなかった既存ダムに新たに発

電設備が設置されたダムについてダム事業者・発電事業者それぞれへのアンケート調査の結果を

分析すると以下の傾向がある。 

 ・農業用ダムでは、農林水産省が推進する小水力発電導入のための助成制度があり、農業用ダ

ムに発電設備を設ける際は、積極的に活用されている。ただしこれらの助成制度の対象は、

国や自治体、土地改良区となっており、発電設備の事業主体も土地改良区であることが多い。 

 ・国交省が管轄する県の補助ダムでは、県企業局が水力開発を実施していることが多い。ダム

管理者から企業局へ水力開発検討を要請することもあれば、企業局から発電参加の申し入れ

が行われることもある。そのため、企業局がある県（長野県、群馬県など）の補助ダムには

水力発電設備が多く設置されている一方、企業局がない県（青森県、千葉県、長崎県など）

の補助ダムには水力発電設備がほとんど設置されていない。 

 ・農業用ダムに設置する水力発電設備において、国が実施した検討では経済性が見合わないと

判断されていたが、自治体からの参加要請に応えた民間事業者が開発を行った結果、事業化

が可能となった事例があった。 
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3.4 発電利用されていない既存ダムへの発電設備設置促進に向けて必要な施策の検討 

アンケート結果をもとに、発電利用されていない既存ダムへの発電設備設置促進に向けて必要

な施策の検討を行った。以下に考えられる政策を記す。 

 

(1) 採算性の解決 

a. 優良事例の展開 

一般に 1,000kW 未満の小水力を新規に建設すると、建設費が割高となり採算性が合わな

い。アンケートにおいても採算性が合わないため、水力開発が進んでいないという回答が多

数あった。その中でも、小水力発電を事業化している事例は多々あるため、そのような箇所

のコストダウン施策や発電所運営方法を優良事例として展開・周知を図っていくと良い。特

に、200kW 未満・50kW 未満の水力発電所の収支状況の実態などは、情報が乏しいため、重

点的に掘り下げると良い。 

 

b. 系統連系工事費負担金の対策 

アンケートでは、系統連系工事費負担金が大きいとの回答が数件あった。 

水力発電設備を送配電事業者の系統に接続するルールでは、 

2,000kW 以上：特別高圧(7kV 以上)、主に 66kV～77kV 送電線連系 

2000kW 未満 50kW 以上：高圧(600V 以上)、主に 6.6kV 高圧配電線連系 

     50kW 未満：低圧(600V 以下)、主に 200V 低圧配電線連系 

となる。一般に電圧が高くなるほど、系統連系工事費負担金が高くなる傾向があるため、地

点のポテンシャルがあるにも関わらず、低い出力での水力開発が行われることが多い。また

系統接続の可否や工事費負担金を確認するための、「接続検討申し込み」は各送配電事業者

によって異なるが 1 件の申請で約 20 万円の費用が発生するため、発電出力を変えて数件の

接続検討申し込みをすることは経済的に困難である。さらには昨今の物価高騰により、接続

検討申し込みの回答で提示された工事費負担金が、実施段階で、高額となることもある。以

上のことから、水力開発を検討している事業者が付近の系統の空き容量や亘長から容易に工

事費負担金を想定できる仕組みや、工事費負担金が上昇した際の助成制度などがあると良い。 

 

c. 地域総合戦略としての水力開発の位置づけ 

現在、発電設備が設置されていない既存ダムは出力が小さく経済性が成り立たない故に、

水力開発がされていないという実態である。このような小水力開発では、売電収入のみで価

値を見出すのではなく、地域総合戦略として新たな価値を見出して推進していく必要がある。

地域レジリエンス強化のために、通常よりも高価となる自立運転機能や蓄電設備を付加した

際の価値の再評価や、地域で水力発電の運転・運営ができる仕組みに付加価値を与えられる

と良い。 
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(2) 官公庁の部局一体となった取組の推進 

a. 企業局の県を横断した水力開発の推進 

水力発電所の建設から運営のノウハウの少ない自治体や土地改良区では、積極的に水力開

発を進めることは難しく、建設費用や維持管理コストが高額になることが想定される。また

極めて公益性が高く安全性と治水が第一優先であるダムへの水力開発は、民間事業者の参入

のハードルは高いと思われる。既存ダムへの発電設備の設置は、企業局がある県は進んでお

り、企業局がない県はほとんど進んでいないという実態があることから、発電未利用ダムで

の水力開発は、企業局の取り組みが重要であると考える。このようなことから、県を越えた

企業局による水力開発を推進していくと良い。 

 

b. 農林水産省が推進する小水力発電導入のための助成制度の適用範囲拡大 

農業用ダムへの小水力発電設備の設置は、農林水産省の小水力発電導入のため補助金が使

われるが、事業主体が土地改良区などに限られている。土地改良施設や農業農村振興に資す

る施設等の電源や維持管理に寄与することを条件に、農水省管轄の組織だけでなく、企業局

や民間事業者も適用できるよう適用範囲の拡大をすると良い。 

 

c. 長野県の取組み「新規電源発掘プロジェクト」 

長野県では、関係部局横断による水力開発の推進体制を整備し、地域振興局・市町村等に

も地域の状況の把握などの協力を仰ぎながら早期に開発可能な候補地点の発掘に取り組ん

でおり、一定の成果を上げている。さらには県農政部より建設工事の発注から竣工までの業

務を受託した県企業局が、発電所を建設後、農政部へ引き渡し、その後は維持管理業務を土

地改良区から受託するという、地元土地改良区の水力発電のノウハウが乏しい農業用ダムに

おける水力開発の新たな取組みを行っている。このような官公庁の部局一体となった取組み

の推進が今後重要になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 民間資金等の活用の検討促進 

民間資金等の活用は経済性の課題解決の手段としての有効であるが、前述したように公益性

が高く安全性と治水が第一優先であるダムへの水力開発は、民間事業者が自ら進んで参入する

にはハードルが高い。補助ダムや農業用ダムにおいては、国交省で推進しているハイブリッドダ

ムの取組みのとおり直轄ダムで既に始まっている民設民営による発電施設の新設を行う民間事

業者の公募をダム事業者が積極的に行うことが重要であると考える。 

 


